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社会福祉法人府中市社会福祉協議会地域福祉活動助成金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人府中市社会福祉協議会（以下「社協」という。）が地

域福祉活動の推進をはかるため、地域課題を住民が主体となって解決する取組や地域の

高齢者や障害者（児）及び子育て中の親子等が地域で安心して暮らすための福祉活動を

行う団体に助成金を支給するにあたり、必要な事項を定めることを目的とする。 

（助成対象事業） 

第２条 助成の対象となる事業は、地域住民が主体となって実施する福祉活動で、支えあ

い・助け合いの視点が盛り込まれたもの、及び社協が推進する地域福祉活動計画に参画

したもので、別表に定めるとおりとする。 

（助成対象団体） 

第３条 法人格を持たない任意団体、社会福祉法人又は特定非営利活動法人で、府中市内

で地域住民が主体となって行う団体とする。 

（助成対象経費及び助成額） 

第４条 助成額は、別表に定める区分により予算の範囲内で算定する。 

（申請期間及び手続） 

第５条 助成金の交付を受けようとする団体（以下「申請団体」という。）は、地域福祉

活動助成金交付申請書（第１号様式）を社会福祉法人府中市社会福祉協議会会長（以下

「会長」という。）に提出するものとする。 

２ 申請は、その年の６月末までに行うものとする。ただし、初めて申請を行う団体に限

り、７月以降も申請を行えるものとする。 

（交付の決定） 

第６条 会長は、助成金の交付申請を受けたときは、地域福祉活動助成金チェックシート

（別紙）に基づき交付の可否について審査を行う。 

２ 会長は、助成金の交付を決定したときは、当該決定の内容及び交付の条件を地域福祉

活動助成金交付決定通知書（第２号様式）により当該申請団体に通知する。 

３ 会長は、助成金を交付するにあたり、助成の趣旨を達成するため、必要に応じ条件を

付することができる。 

（実績報告） 

第７条 申請団体は、別表に定める助成期間終了後、１か月以内に地域福祉活動事業実績

報告書（第３号様式）を会長に提出し、余剰金が発生した場合には、速やかに精算なけ

ればならない。 

（申請内容の変更） 

第８条 申請団体は、当該決定に係る事業を変更する場合及び事業の実施が困難となった

場合は、速やかにその理由と内容を地域福祉活動助成金交付変更等申請書（第４号様

式）により、会長の承諾を受けなければならない。 

（決定の取消し） 



２ 

第９条 申請団体が、次の各号のいずれかに該当する場合は、会長は、決定の全部又は一

部の取消しをし、申請団体に通知する。 

（１）偽り、その他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

（２）助成金を他の用途に使用したとき。 

（３）前条の規定に基づき、申請団体から事業の実施が困難とする申請書の提出があった

とき。 

（助成金の返還） 

第10条 前条の規定に基づき交付決定の全部又は一部の決定の取消しをされた場合は、申

請団体は、定められた期限内に助成金を返還しなければならない。 

（委任） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成27年４月１日より施行する。 

付 則 

この要綱は、平成29年３月１日より施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成29年４月１日より施行する。 

   付 則 

 この要綱は、平成31年４月１日より施行する。 

   付 則 

 この要綱は、令和３年12月１日より施行する。 

 

  



３ 

別表（第２条、第３条、第４条、第６条） 

 

助成対象事業等 

 助成対象事業 助成対象経費 助成額 助成期間 備考 

１ 

「わがまち支えあい協

議会」活動の立上げ支

援 

※携帯電話・パソコン・

ユニフォーム等、協議

会初動時に係る運営経

費で、協議会の役員や

事務局体制が整った時

点で申請が可能。 

設備・備品（携帯電話、パ

ソコン、ユニフォーム等）

の購入など、立上げに係る

経費 

150,000円 

以内／３年 

 

※１団体 

 １回のみ 

助成の交付

を決定した

日から、翌々

年度の３月

末まで。 

 

２ 

「わがまち支えあい協

議会」活動の運営支援 

※会場費、保険料、通信

費、印刷費等の活動に

係る運営経費。毎年、申

請可能 

会場費、保険料、通信費、

印刷、消耗品等の運営に係

る経費 

150,000円 

以内／年 

助成の交付

を決定した

日から、当該

年度の３月

末まで。 

１と同じ。 

３ 

地域住民が主体となっ

て実施する福祉活動

で、支えあい・助け合い

の視点が盛り込まれた

もの、及び社協が推進

する地域福祉活動計画

に参画したもの。 

活動の運営費（会場費、保

険料、通信費、印刷費、消

耗品、講師謝礼（※１）、

地域ニーズの把握や活動

の周知に係る費用（※２）、

など） 

※１：研修会、講演会等の

講師として依頼したもの

に限る。 

※２：「２わがまち支えあ

い協議会活動の運営支援」

を優先。不足する場合に限

る。 

100,000円 

以内／年 

 

※１団体 

 は、活動 

を単位と 

して複 

数、申請 

できる。 

助成の交付

を決定した

日から、当該

年度の３月

末まで。 

活動経費のうち、飲

食物に係る経費につ

いては、助成対象と

しない。ただし、ワー

ルドカフェの手法と

して使用する場合を

除く。また、祝い品や

記念品等を配布する

ための費用や接待、

寸志や心づけ・慶弔

金等の交際費に係る

費用も助成対象外と

する。 

４ 

旧福祉団体等運営費補

助金交付要綱（平成27

年３月31日廃止）の廃

止時に運営費を助成し

ていた団体の継続支援 

府中市肢体不自由児・者父

母の会、府中シニアクラブ

連合会、府中市パーキンソ

ン病友の会、府中市聴覚障

害者協会、府中市精神障害

者を守る家族会（府中梅の

木会）の５団体 

50,000円 

以内／年 

 

※平成26年 

度の助成 

額を上限 

とする。 

３と同じ。  



４ 

※「わがまち支えあい協議会」とは、より身近な生活圏域の中で、地域住民や地域のさま

ざまな団体自らが地域の生活課題に気づき、共有し、ともにその生活課題を解決してい

くしくみをいいます。 

※以下の活動は助成の対象とはなりません。 

 ①スポンサー、企業等の宣伝色が強いと判断されるもの 

 ②参加者が限定されているもの。特定された一部の活動（サークル的な活動）になって

いるもの。（限定していても、多くの参加が見込まれる場合は対象となる。） 

 ③営利目的の要素が強いと判断されるもの。 

 

 


